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日本ビクターは2002 FIFAワールドカップTMのオフィシャルパートナーです。�

株主のみなさまへ�
平成13年度（第113期）／中間事業報告書�
平成13年4月1日～平成13年9月30日�



　株主のみなさまには、格別のご高配を賜り、誠に
ありがたく厚くお礼申し上げます。�
　当社は平成13年度より松下連結経営グループの中
期経営計画「創生21計画」（概要は、3ページをご覧ください。）
に参画し、経営再建及び経営体質強化を目的とする
抜本的な事業構造改革に取り組んでおります。�
　ここに、当中間期の業績の概要につきまして、以
下のとおりご報告申し上げます。�
�
�
　売上高は、国内では個人消費の低迷や低価格化の影
響を受けて減少しました。海外では欧州・アジアが伸
長したものの、米州の不振やIT関連機器の需要の落込み
もあり現地通貨ベースでは減少しましたが、為替の好
転により円ベースでは増加しました。この結果、全体
の売上高は4,575億円余（前中間期4,433億円余、前
中間期比3％増）となりました。（詳細は、2ページをご覧
ください。）�

　損益につきましては、固定費の削減や材料コストダ
ウンによる原価改善等に努めましたが、国内・米国の
市場低迷に加えIT関連機器の需要の落込みによる販売未
達や売価下落の影響もあり、営業損益は153億円余の
損失（前中間期　36億円余の損失）、経常損益は174
億円余の損失（前中間期は22億円余の利益）となりま
した。また、中間損益は特別退職金や投資有価証券評
価損があり204億円余の損失（前中間期　56億円余の
損失）となりました。�
�
�
　売上高は、国内ではAV（音響・映像）業界の不振や
低価格化の影響を受け、また、輸出では欧州・アジア
向けが堅調に推移しましたが、米国市況の悪化やIT関連
機器の需要の落込みの結果、2,533億円余（前中間期

2,824億円余、前中間期比10％減）となりました。�
（詳細は、2ページをご覧ください。）�
　損益につきましては、為替の好転はありましたが、
前述の連結損益と同様の要因により、営業損益は173
億円余の損失（前中間期　54億円余の損失）、経常損
益は165億円余の損失（前中間期は14億円余の利益）
となり、また、中間損益は特別退職金の計上もあり、
187億円余の損失（前中間期　49億円余の損失）とな
りました。�
　以上のような状況から、中間配当につきましては、
去る10月29日の取締役会におきまして、誠に遺憾な
がら、見送ることを決定させていただきました。�
　株主のみなさまには大変申し訳なく存じますが、何
卒ご了承賜りますようお願い申し上げます。�
�
�
　今後につきましては、国内民生AV市場の低迷やIT関
連機器の需要の回復遅れに加え、米国テロの世界経済
への影響等、厳しい環境が続くものと予想されます。�
　当社は引き続き「創生21計画」を実行し、全社一丸
となって経営の正常化に努めてまいります。�
　株主のみなさまにおかれましては、今後とも格別の
ご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。
��
�
�

株主のみなさまへ�

連結業績�

単独業績�

今後の見通し�

平成13年12月�

取締役社長�



連結売上高（部門別）�
　国内では消費低迷による業界全体の落込みに加え低価

格化の影響を受けました。商品別ではデジタルビデオカメ

ラやMD搭載コンポが苦戦しました。　�

　また、海外では欧州・アジアは順調に推移しましたが、米

州は経済減速の影響を受けました。商品別ではDVDプレ

ーヤーが伸長しましたが、デジタルビデオカメラが米州に

おいて苦戦しました。�

　当部門全体の売上高は、現地通貨ベースでは前中間期

を下回りましたが、為替の好転により前中間期を上回りま

した。�

�

�

　国内では監視カメラ等のセキュリティ商品が伸長しまし

たが、全般的には公共投資の落込みの影響を受け、また、

海外でも米国市況の悪化を受けて苦戦したため、当部門

全体の売上高は前中間期を下回りました。�

�

�

　IT関連機器の需要の落込みにより高密度ビルドアップ多

層基板や偏向ヨーク等が影響を受けたことに加え売価の

下落もあり、当部門全体の売上高は前中間期を下回りま

した。�

�

�

　DVDの拡大によりビデオソフトは伸長したものの、音楽

ソフト、ゲームソフトが前年割れとなる業界環境の中で低

調に推移しました。しかし、ユニバーサルミュージック(株)

からの販売受託があり、当部門全体の売上高は前中間期

を上回りました。�

�

�
百万円� ％�

部　門�
�
民 生 用 機 器�
産 業 用 機 器�
電 子 デ バ イ ス�
ソフト・メディア�
そ　　の　　他�

合　　　　　計�

うち国内�

うち海外�

売上高
　　�
306,387�
36,411�
24,223�
86,323�
4,186�

457,531

158,127�

299,404

�
�

67�
8�
5�
19�
1�

100�

35�

65

％�

�
�

107�
91�
75�
106�
128�

103�

96�

108

構成比�前中間期比�

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。�

�
百万円� ％�

部　門�
�
民 生 用 機 器�
産 業 用 機 器�
電 子 デ バ イ ス�
ソフト・メディア�
そ　　の　　他�

合　　　　　計�

うち国内�

うち輸出�

売上高
　　�
184,061�
29,272�
20,035�
16,718�
3,236�

253,324

86,780�

166,544

�
�

72�
12�
8�
7�
1�

100�

34�

66

％�

�
�

92�
94�
70�
91�
88�

90�

87�

91

構成比�前中間期比�

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。�

単　独�
＜ご参考＞�

民生用機器�

産業用機器�

電子デバイス�

ソフト・メディア�



経営戦略�

■ 新中期経営計画「創生21計画」の推進� ■ 重点5施策�

■ 今後の取組み�

　当社は、平成13年度から平成15年度までの新た

な中期経営計画として「創生21計画」を策定いたし

ました。本計画は、松下連結経営グループの平成13

年度を起点とする「創生21計画」に参画し、自主的

な経営改革の推進と松下グループ総合戦略と一体と

なった事業展開を行なうための3ヶ年計画です。�

　この「創生21計画」は、従来の改革の基本テーマ

であった“選択と集中”を更に一歩進め、“破壊から

創造へ”という考え方のもと、抜本的事業構造改革

を推進するものです。同時に、新たな企業価値の創

造を加速させるための松下電器産業(株)との協業に積

極的に取り組むものであります。�

�

�

�

　経営改革へ向けての取組み基本方針�

　1． 経営再建・経営体質強化を第一義とする。�

　2． 民生デジタル＆ネットワーク事業及びソ�

 フト・メディア事業を収益の柱として育�

 てる一方、部品事業を再構築する。�

　3． 当社の独自性・強みを強化し、松下グループ�

 の総合力拡大に貢献する。�

�

　当社は、上記基本方針に則り、次の5施策を重点

的に推進し、経営体質の改善を図ってまいります。�

�

�

�

�

　高精細テレビ、デジタルビデオカメラ、DVDプレ

ーヤー等の高付加価値商品の販売を拡大する一方、

低価格AV機器等の不採算商品については縮小するな

ど、事業の選択と集中を加速し限界利益率の向上を

図ります。�

　また、2002FIFAワールドカップ TM のオフィシャ

ルパートナーとしてこれを最大限に活用し、観戦チ

ケットプレゼントキャンペーン等の販売促進活動を

展開することにより高付加価値商品の一層の販売拡

大を図ります。�

�

�

�

�

・地上波テレビ放送をはじ
め、さまざまな映像信号
を高精細画質に変換する
業界初の新技術「DET」
搭載（裏表紙ご参照）�
・BSデジタルハイビジョン
放送にも対応（BSデジタ
ルチューナー別売）�

高精細テレビ「1500iシリーズ」�
AV-36Z1500

①デジタル＆ネットワーク関連商品の販売拡大�
�

下半期の主な商品�



　キャッシュフローを向上させるべく在庫削減を進め、

本年度末には在庫回転日数を昨年度末比で約2割圧縮い

たします。また、平成14年10月に予定している連結

ベースでのサプライ・チェーン・マネジメントシステ

ムの本格導入に向けた体制づくりを進めてまいります。�

�

�

　国内・海外の生産拠点再編を更に進め、グローバル

開発・生産・販売体制の最適化を図ります。併せて、

平成15年度末に達成予定であった当社単独社員数

8,600名体制についても前倒し実施し、一層の固定費

削減を図ります。�

�

�

�

　これらの施策を推進しながら、将来的には、光ディ

スク機器事業や大画面・高画質のディスプレイ事業、

更にはAV機器とネットワークの融合により新しく創出

される事業・サービスを軸とし、これを部品事業やソ

フト・メディア事業で取り囲んだ高付加価値の事業構

造とすべく、今後もさまざまな経営再建策を実施・徹

底してまいります。�

　購買機能の一元化を進めるとともに、資材調達先の

選別・絞込みを行い、戦略的な資材調達を行なってま

いります。加えて、今後は中国製部品も積極的に活用し、

コストの削減を図ります。�

�

�

　従来から実施している経費削減の徹底に加え、間接

材購入の際も徹底したコストダウンを図ってまいります。

また、設備投資の圧縮・遊休資産の整理を中心とする

固定資産の圧縮を進めてまいります。�

④在庫圧縮の加速�

⑤構造改革の推進�

②購買コストダウン�

③緊急対策の継続推進�

■ 将来に向けての事業の考え方�

・F1.2大口径レンズ搭載�
・水平解像度約540本の高
精細動画�
・有効画素数125万の高精
細静止画�
・PCカメラやインターネッ
トテレビ電話になる「WEB
カメラ」機能搭載�

・DVDの持つ本来の高画質
をダイレクトに引き出す
「デジタルダイレクトプ
ログレッシブ」搭載�
・上位機種にも搭載の高音質・
独自の「192kHz/24bit
対応PEM・DDコンバータ
ー」搭載�

デジタルビデオカメラ�
GR-DV3000

DVDプレーヤー�
XV-P300



■売上と損益の状況�

■部門別売上構成（単位：％）�

■損益計算書（要旨）�
平成13年4月1日から�
平成13年9月30日まで�

科 　 　 　 目 �

売　　　　上　　　　高�
営　　業　　費　　用�
営　　業　　損　　益�
営 　 業 　 外 　 損 　 益 �
経　　常　　損　　益�
特　　別　　損　　益�
税 引 前 中 間 損 益 �
法　　人　　税　　等�
少　数　株　主　損　益�
中　　間　　損　　益　�

金 　 額 �

457,531�
472,885�
△15,353�
△2,070�
△17,424�
△1,574�
△18,998�
1,497�
△80�

△20,415

百万円�

（注）記載金額は、表示単位（百万円）につきましては百万円未満を切り�
　　捨てて表示し、表示単位（円.銭）につきましては銭未満を四捨五入�
　　して表示しております。また、1株当たりの当期損益につきましては�
　　期末発行済株式総数に基づいて算出しております。�

�（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。�

（　　　　　　　）�

区　　分�

売　上　高�
（うち海外売上高）�
（百万円）�
�

経 常 損 益 �
（百万円）�

�

当 期 損 益 �
（百万円）�
�

1株当たりの�
当 期 損 益 �
（円．銭）�
�

民生用機器�

産業用機器�

電子デバイス�

その他�

8,756

△4,702

546

△8,314

△32.71△18.50

916,305�
（526,285）�

946,617�
（566,551）�

平成9年度�平成10年度�平成11年度�

（　　）�平9.4.1～�
平10.3.31（　　 ）�平10.4.1～�

平11.3.31（　　 ）�

870,234�
（545,316）�

平11.4.1～�
平12.3.31（　　 ）�

ソフト・メディア�

平成12年度�
�

平12.4.1～�
平13.3.31（　　）�

平成11年度�

平11.4.1～�
平12.3.31（　　）�

△8,340

△5,340

△21.01

934,349�
（567,976）�

平成12年度�

�平12.4.1～�
平13.3.31（　　 ）�

12,066

2,497

9.82

457,531�
（299,404）�

平成13年度�
（中間）�

�平13.4.1～�
平13.9.30

△17,424

△20,415

△80.31

財務の状況� 業績の推移�

連結決算�

■貸借対照表（要旨）� （平成13年9月30日現在）�

資 　 産 　 の 　 部 �
科　　　目�

流　動　資　産�

　現金及び預金�

　売 上 債 権 �

　有 価 証 券 �

　た な 卸 資 産 �

　その他の流動資産�

�

固　定　資　産�

　有形固定資産�

　無形固定資産�

　投 　 資 　 等 �

　　投資有価証券�

　　その他投資等�

377,636�

57,497�

122,754�

7,288�

152,984�

37,111�

�

157,714�

113,559�

2,857�

41,296�

21,447�

19,849

資　産　合　計� 535,350

金　額�
百万円�

負 　 債 　 の 　 部 �
科　　　目�

負債及び資本合計� 535,350

資　本　合　計� 158,977

金　額�
百万円�

流　動　負　債�
　買 入 債 務�
　その他の流動負債�
固　定　負　債�
　社　　　　債�
　転 換 社 債 �
　退職給付引当金�
　その他の固定負債�
負　債　合　計�
少 数 株 主 持 分 �
　�
�

資　　本　　金�
資 本 準 備 金 �
連 結 剰 余 金 �
為替換算調整勘定他�

253,288�
82,588�
170,700�
117,986�
57,827�
31,483�
22,112�
6,563�

371,275�
5,098�

�
�

34,115�
67,216�
81,714�

△24,068�
�
�

資 　 本 　 の 　 部 �
百万円�

（注）1.　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。�
　　　2.　有形固定資産の減価償却累計額　　285,266百万円�
　　　3.　1株当たりの中間損益　　　　　　　   △80円31銭�

1 1

65

10

8

16

64

9

6

20

平成13年度�
（中間）�

�平13.4.1～�
平13.9.30（　　）�

1

67

8

5

19



■貸借対照表（要旨）� ■売上と損益の状況�

■部門別売上構成（単位：％）�

（平成13年9月30日現在）�

■損益計算書（要旨）�
平成13年4月1日から�
平成13年9月30日まで�

資 　 産 　 の 　 部 �
科　　　目�

流　動　資　産�

　現金及び預金�

　売 上 債 権 �

　有 価 証 券 �

　た な 卸 資 産 �

　その他の流動資産�

�

固　定　資　産�

　有形固定資産�

　無形固定資産�

　投 　 資 　 等 �

　　投資有価証券�

　　子会社株式�

　　その他投資等�

科 　 　 　 目 �

売　　　　上　　　　高�
営　　業　　費　　用�
営　　業　　損　　益�
営 　 業 　 外 　 損 　 益 �
経　　常　　損　　益�
特　　別　　損　　益�
税 引 前 中 間 損 益 �
法　　人　　税　　等�
中　　間　　損　　益　�

金 　 額 �

253,324�
270,689�
△17,364�

837�
△16,527�
△1,516�
△18,044�

680�
△18,724�

�

168,745�

26,474�

46,261�

4,802�

62,567�

28,640�

�

189,801�

57,464�

1,418�

130,918�

20,753�

90,935�

19,230

資　産　合　計� 358,547

金　額�
百万円�

負 　 債 　 の 　 部 �
科　　　目�

負債及び資本合計� 358,547

資　本　合　計� 160,588

金　額�
百万円�

流　動　負　債�
　買 入 債 務�
　その他の流動負債�
固　定　負　債�
　社　　　　債�
　転 換 社 債 �
　退職給付引当金�
　長 期 預 り 金 �
　�
負　債　合　計�
�
　�
資　　本　　金�
法 定 準 備 金 �
剰　　余　　金�
（うち中間損益）�
その他有価証券評価差額金�

105,656�
42,948�
62,708�
92,302�
45,000�
31,483�
15,769�

50�
�

197,959�
�
�

34,115�
72,671�
56,967�

�
△3,166�

�
�

資 　 本 　 の 　 部 �
百万円�

百万円�

（注）1.　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。�
　　　2.　有形固定資産の減価償却累計額　　207,276百万円�
　　　3.　1株当たりの中間損益　　　　　　　   △73円65銭�

（注）記載金額は、表示単位（百万円）につきましては百万円未満を切り�
　　捨てて表示し、表示単位（円.銭）につきましては銭未満を四捨五入�
　　して表示しております。また、1株当たりの当期損益につきましては�
　　期末発行済株式総数に基づいて算出しております。�

�（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。�

（　　　　　　　）�

区　　分�

売　上　高�
（うち輸出高）�
（百万円）�
�

経 常 損 益 �
（百万円）�

�

当 期 損 益 �
（百万円）�
�

1株当たりの�
当 期 損 益 �
（円．銭）�
�

民生用機器�

産業用機器�

電子デバイス�

その他�

8,182

3,102

52

51

0.2012.20

593,028�
（324,095）�

592,356�
（340,443）�

第109期� 第110期� 第111期�

（　　）�平9.4.1～�
平10.3.31（　　 ）�平10.4.1～�

平11.3.31 （　　 ）�

545,842�
（328,629）�

平11.4.1～�
平12.3.31（　　 ）�

ソフト・メディア�

第112期�
�

平12.4.1～�
平13.3.31（　　）�

第111期�
�

平11.4.1～�
平12.3.31（　　）�

△18,724

△14,729

△26,435

△103.98

567,734�
（350,771）�

第112期�
�

平12.4.1～�
平13.3.31

平13.4.1～�
平13.9.30（　　 ）�

10,353

1,164

4.58

253,324�
（166,544）�

第113期�
（中間）�

�

△16,527

△18,724

△73.65

1

68

12

11

8 1

70

12

10

7

第113期�
（中間）�

�平13.4.1～�
平13.9.30（　　）�

1

72

12

8

7

財務の状況� 業績の推移�

単独決算�



�

�
�


